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一般的な事業と営繕事業の評価の範囲■

一般的な事業の評価

営繕事業の評価

○施設整備による効果

・土地利用効果
・立地の改善
・建物性能の向上
・合同化による効果
・施設の事故・災害の縮小
・地球環境保全への寄与 他

○国民の財産を守る防災・安全の効果

○行政サービスの向上による効果

○犯罪・事故防止への寄与

○流通改善・産業振興の効果

＝

他

官庁営繕事業にかかる事後評価の実施フロー

事業完了

一定期間経過（原則３年目）

事後評価の実施

改善措置の
検討が必要

改善措置の検討

改善措置が
必要でない

改善措置の実施

審議結果を踏まえた
実施時期

END
必要な観測による
フォローアップ

今後時間の経過により効果
の発現が期待できる

■

事業の効果
・費用便益分析（定量評価）
・その他の効果（定性評価）

■

事業の妥当性■
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官庁営繕事業の流れと事業評価

事後評価：事業完成後３年目の施設を対象

運
営
・維
持
・保
全

修

繕

各省各庁

事後評価

施
設
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備
の
要
望

各省各庁

単
独
庁
舎

合
同
庁
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新規採択時評価

■
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査
・設
計

工

事
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査
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き
渡
し

※
企
画
・立
案

予
算
要
求

国土交通省

※企画・立案段階では
「国家機関の建築物及びその附帯施設の位置、規模及び構造に関する基準」などに
基づき事業案を決定する。

各項目毎の係数をすべて掛け合わせ、１００倍した数値を事業の妥当性の評点とする

事業の妥当性の考え方

＊100点以上であれば事業をめぐる現在の社会情勢に適合。

1.1 1.0 0.9 0.8 0.7 0.5
使用済み又は現地建替国有地の所轄替予定、 建設までの用地取得計 敷地未定

公有地等の借用予定、 画が不明確

建設までに用地取得の

計画あり、又は民有地

を長期間借用可能なも

の

自然条件が災害防止 ・ 自然条件の不備を技術 自然条件に災害防止 ・ 自然条件に災害防止 ・

環境保全良好 的に解消できる 環境保全上やや支障 環境保全上著しい支障

がある がある

周辺に道路 ・ 鉄道等が整備の見込あり 整備の見込なし

整備済み

都市計画 ・ 土地利用計都市計画等と整合 条件整備により都市計 都市計画等と整合しな

画等に積極的に貢献 画等との整合が可能 い

敷地が有効に利用でき 敷地が有効に利用でき 安全 ・ 円滑に出入りで

る形状であり、安全 ・ る形状ではない きる構造の道路等に接

円滑に出入りできる構 していない

造の道路等に接してい

る

業務内容等に応じ、適 業務内容等に応じ、適 規模と業務内容等との 規模未定

切な規模が設定され、 切な規模が設定されて 関連が不明確

敷地の高度利用につい いる

て配慮している

駐車場、緑地等に必要 建築物の規模に応じ適 駐車場等の確保に支障

な面積が確保されてい 切な規模となっている がある

る

単独庁舎としての整備 合同庁舎計画との調整 合同庁舎計画としての

が適当 が必要 整備が必要

合同庁舎としての整備 合同庁舎としての整備

条件が整っている 条件が整っていない

適切な構造、機能とし 標準的な構造として計 適切な構造、機能とし 標準的な構造が確保で

て計画されている 画されている、又は、 て計画されていない きないおそれがある、

特殊な施設で必要な機 又は、特殊な施設で必

能等が満足される計画 要な機能等が満足され

である ないおそれがある

分類

用地取得の見込み

②災害防止 ・ 環境保全

敷地の規模

都市計画 ・ 土地利用
計画等との整合性

建築物の規模

項　　目
係　　　　数

⑥

①

アクセスの確保③

⑤

④

敷地形状

規
　
模

位
　
置

構
　
造

単独庁舎
の場合
合同庁舎
の場合

単独庁舎､
合同庁舎
としての整
備条件
機能性等

⑧

⑨

⑦

■

新規採択時評価の指標を利用して事後評価時点における事業の妥当性を評価する
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■「事業の効果」のうち、「建物性能の向上による満足度」、「地域の満足度」など貨幣価値換算できない
効果については、アンケート調査を実施し定性的に評価する。

■ 総費用は評価対象期間において「事業を実施する場合（with）の費用」から、
「事業を実施しない場合（without）の費用」を差し引いた費用で算出する。

Ｃwith： 事業を実施する場合の費用
①初期費用 （企画　・設計費、建設費、解体費、用地費）
②維持修繕費 （修繕、保全、水道光熱費）

Ｃwithout： 事業を実施しない場合として、最低限の維持管理によって
現状の施設を使用する場合に係る費用
①既存庁舎の維持修繕費

■ 効果については、可能な限り貨幣価値換算を行うこととする。
Ｂ： ①土地利用効果
②利用者の利便性(立地の改善)
②      〃     (建物性能の向上) 
②      〃     (合同化による効果)
③安全の確保(事故・災害の縮小)
④環境への配慮(地球環境保全への寄与)

■ 施設の性能水準の向上によるもの等で貨幣価値換算する合理的な手法が
確立されていないものは、代替法により算定することとし、事業実施によって
向上する性能水準と同等の水準を実現するために必要となる代替案の費用
を便益とみなす。

■ 代替案は、現状の施設を基準として庁舎の必要な性能を満たすための事業
を設定することとし、採択事業案を実施することによって向上する広さ・快適
性、バリアフリー化、耐震性能等の性能と同等の水準を達成する既存施設の
改修、増築等とする。

Ｃwith－Ｃwithout
Ｂ

費用便益分析 Ｂ／Ｃ＝

Ｃwith Ｃwithout

Ｂ

総
費
用
Ｃ

総
便
益
Ｂ

従来の費用便益分析の考え方■

委員会での指摘事項と対応手法(案)■

対応手法(案)：民間施設の賃貸料を基本に
直接便益を算定する手法に変更する

施設の性能水準の向上に
よるもの等で貨幣価値換算
する合理的な手法が確立
されていないものは
代替法にて算出する

従来手法 ○代替法
事業実施によって向上する性能水準と
同等の水準を実現するため必要となる
代替案の費用を便益とみなす

向上する広さ・快適性、バリアフリー化、耐震性能等の性能と同
等の水準を達成する既存施設の改修、増築等に掛かる費用（維
持管理費を含む）

＝

●指摘事項
・便益：出来たものが見出す価値。
同じ様なものを他の方法で作る費用は便益の定義とは違う。
・しかも代替法による算定分のウェートが高い。
・一般の公共事業→便益の対価として支払うマーケットがないから

一定の算定手法により便益を算定
営繕→便益の対価として支払うマーケットがある。

賃貸オフィスのマーケットの価値を使い直接算出すると良い。
似た立地・規模のオフィスの賃貸料を便益の対価の下限値として便益を算定

増築・大改修等の費用＋維持管理費

増築・大改修等を実施
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建物性能の向上に係る便益の評価方法の改善■

旧庁舎の便益
＝同程度の機能を持つ
民間施設の賃貸料

旧庁舎

新庁舎

民間Ａ施設

民間Ｂ施設

Ｂ施設の
賃貸料等

差
額
＝

建
物
性
能
の
向
上
に
係
る
便
益

Ａ施設の
賃貸料等

＊民間施設に同程度の機能が満たされていない場合
→必要な機能を追加（耐震性能・バリアフリー対策等）のための補正を行う。

○事務所建て替えの場合

新庁舎の便益
＝同程度の機能を持つ
民間施設の賃貸料
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